教職員の業務負担軽減となる措置を講じることに関する項目
　府教育委員会としては、生徒の興味・関心や適性・進路希望に応じた進路選択ができるようにするため、また府立高校においてアドミッションポリシーに適う生徒の選抜を導入したことに対応するため、学校の特色ある取組みなど、可能な範囲で学校の教育活動について情報発信するよう、各校に指示しているところです。
　「学校説明会」「中学校訪問」は、中学生や保護者に対して適切な進路情報を提供できる場として、実施するものであり、ご理解をお願いします。
　府立高校の再編整備にあたっては、平成25年3月に策定した「府立高等学校再編整備方針」に基づき、同年11月、平成26年度から平成30年度を対象期間とする「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」を策定しました。
　また、大阪府立学校条例第２条において、「教育の普及及び機会均等を図りつつ、将来の幼児、児童及び生徒の数、入学を志願する者の数の動向、当該府立学校の特色、その学校が所在する地域の特性その他の事情を総合的に勘案し、効果的かつ効率的に配置されるよう努めるものとする。」また「入学を志願する者の数が三年連続して定員に満たない高等学校で、その後も改善する見込みがないと認められるものは、再編整備の対象とする。」と規定しています。
　同条例、方針及び計画に基づき、社会のニーズを踏まえた教育内容の充実を図るとともに、学校の配置について精査し、活力ある学校づくりのための再編整備を計画的に進めてまいります。
再任用教職員の給与に関する項目
　再任用職員の給与については、平成28年度の人事院勧告において、「民間企業の再雇用者の給与の動向、各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえ、引き続き、再任用職員の給与の在り方について必要な検討を行っていくこととする」とされており、引き続き国の動向を注視してまいりたいと存じます。
教職員の時間外に関する項目
　府教育庁としては、「違法な時間外労働」はないものと認識しております。
　教育職員については、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」により、時間外勤務手当及び休日勤務手当は支給されず、教職調整額を支給しなければならないとされており、超過勤務手当支給のご要求に応じることは困難です。
ご要求の時間外労働に対する勤務時間の割振り変更を認めることはできません。
　教職員の「働き方改革」や健康管理の観点から長時間勤務の一層の縮減を図る必要があることから、各校の特色や状況に応じた縮減に向けた取組みの促進や、勤務時間管理及び健康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革を推進することが重要であることから、平成28年12月７日に、府立学校校長・准校長に対し、学校毎に遅くとも午後７時までに全員退庁する日を週１回設ける「全校一斉退庁日」と、部活動を行わない日をクラブ毎に週1回以上設定し、ノークラブデー（部活動休養日）として明確化するよう、通知をいたしました。
今後も、教職員の長時間勤務縮減に向けた対応をさらに進めてまいります。

給与半減に至る病気休暇の取得９０日の通算方法に関する項目
病気休暇の通算について、時間単位の病休については、国においても１日（１回）として通算されており、皆様方との協議を経て実施しているところです。
奨学金について教職員の業務負担軽減に必要な措置を講じることに関する項目
　日本学生支援機構の奨学金に関する事務については、独立行政法人日本学生支援機構法施行令、独立行政法人日本学生支援機構に関する省令、日本学生支援機構の業務方法書、及び奨学規定において、日本学生支援機構の奨学金の貸与を受けるための推薦書の作成や、資格の審査等の作業の主体は、当該生徒が在籍する、もしくは卒業した学校の校長が行うものと定められており、それが進路指導等の校務分掌の中で教職員の方々にお願いしているところです。

　奨学金の事務については施行令、省令等に基づき、独立行政法人日本学生支援機構と各学校が直接手続きを行うこととなっております。
　府教育庁では、学校における指導が円滑に行われるよう、生徒・保護者に向けた学生支援機構奨学金の周知・広報や、相談事業を行うなど、進学に困難な方の支援にあたっています。
ストレスチェックに関する項目
　ストレスチェック制度は、職員のストレスの程度を把握し、職員自身のストレスへの気付きを促すとともに、職場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを未然に防止すること（一次予防）を目的としたものです。
　集団分析結果については、厚生労働省の実施マニュアルで、事業所内においても制限なく共有することは不適当とされており、公表することは困難です。
　府立学校では分析結果の共有範囲や利用方法についてあらかじめ各校の安全衛生委員会等で調査審議を行うとともに、必要に応じて職場環境の改善につなげるよう安全衛生管理者研修会等で指導したところです。
　ストレスチェックの結果、医師の面接指導の対象と判定され、面接指導を申出た職員については、医師による面接指導を実施し、実施要綱に基づき対応しているところです。
　今後とも、本制度が適切に実施されるよう、安全衛生管理者をはじめ、教職員へ働きかけてまいります。

校務処理システム・統合ＩＣＴについて教職員の業務負担軽減に必要な措置を講じることに関する項目
校務処理システムについては、今年度は障害もなく運用しています。また、学校からの要望や質問についても可能な限りの対応をしており、各学校の校務処理システムの運用に関しては大きな問題もなく、工夫していただきながら運用しています。
統合ＩＣＴネットワークの運用に関しては、教職員ネットワークサポートセンターを窓口として、ネットワークやコンピュータ等に関する問合せに対応し、教職員の業務軽減に努めているところです。
また、校務処理システム及び統合ＩＣＴネットワークについては、ＦＡＱ（よくある質問と回答集）などを全校トップページに掲載し、利用していただいているところです。
人事異動の基準に関する項目
今回の人事取扱要領の改訂は、全体として、文言の整理や項目の統合などを行い、簡素化と明確化を図ったものであり、文言として復活は考えていません。
修学旅行の付き添いや健康診断の業務、トイレの見回りなどにおける過重な負担を軽減する措置に関する項目
教職員の採用選考につきましては、性別を問わず、適正に行っているところであり、今後とも適正に実施してまいりたいと存じます。
女性の管理職への登用につきましては、「おおさか男女協働参画プラン」におきまして、女性教員の管理職への登用を推進するため、女性教員が学校運営を管理する職務等で経験を積めるようにするなど、人材の計画的育成に努めることとしており、府立学校長に対して働きかけを行っているところであります。
また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく特定事業主行動計画については、地方公務員法に定められた平等取扱の原則や成績主義の原則を踏まえ、検討していくこととしております。
「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映に関する項目
評価結果の給与への反映については、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用しており、平成２４年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところです。
なお、大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は生徒又は保護者による評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けています。
平成２６年８月には、教員評価が授業アンケート結果を適切に踏まえたものとなっているかについて検証を行い、客観性・適正性をより一層確保するため平成２７年度からシステムの改定を行い実施しています。

また、平成２８年１１月には、このシステム改定による効果検証を行い、その結果を公表したところです。
より客観性を確保した厳正な評価が行われるよう、引き続き、各校長、市町村教育委員会に働きかけてまいります。
評価・育成システムによる給与反映に関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しています。
　評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているものです。
　今後とも、このシステムがよりよい制度となるよう、改善・充実を図ってまいります。
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